
北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

北九州市
パートナーシップ
宣誓制度

宣誓者アンケート結果

●調査概要
・実施時期：令和８年８月
・回答者数：４４名
・平均年齢：４２．４歳（２０代～７０代）
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北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q1 制度を利用しようと思った理由（複数回答）

宣誓の背景には、法的保障へのニーズと生活上の安心の双方がある

法律上の婚姻ができないため (34人)

病院で家族として対応してもらうため (28人)

将来の医療・介護・相続等に備えるため (28人)

安心感や自己肯定感を得るため (26人)

生命保険など金融・保険関係の手続き (20人)

周囲に関係を伝え、理解を得やすくするため (15人)

住宅契約 (14人)

携帯電話の家族割引など (12人)

勤務先の福利厚生 (7人)
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北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q2 宣誓後の心境・関係性の変化
約3人に1人が、宣誓後に心情や関係の変化を実感

31.8% 6.8% 61.4%

あった 31.8% (14人) なかった 6.8% (3人) 変わらない 61.4% (27人)

自由記述からみられる主な変化

安心感 ／ 関係性の明確化 ／ 家族として認められた感覚
周囲への説明のしやすさ ／ 緊急連絡先等への記載
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北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q3-1 宣誓書受領証の活用状況

宣誓書受領証の活用経験は50％

活用したことがある (22人) 活用したことがない (22人)

22人
活用経験あり

22人
活用経験なし
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北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q3-2 宣誓書受領証を活用した場面（複数回答）

実際の活用は、生命保険・携帯電話・住宅など民間サービスが中心

生命保険の受取人指定 (11人)

携帯電話の家族割引 (7人)

民間賃貸住宅の契約 (6人)

民間病院での面会・同意 (4人)

損害保険の家族特約 (3人)

勤務先への提出 (3人)

クレジットカード等の家族カード (2人)

市営住宅 (1人)

市立病院 (1人)

住宅ローン等 (1人)
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北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q3-3 宣誓書受領証を活用しない理由

未活用の主因は「提示が必要な場面がなかった。一方、サービス不足を指摘する声もあった。

提示が必要な場面がなかった (19人)

利用したいサービスがない (8人)

提示した際の相手の反応が不安 (1人)

活用しようとしたが断られた／認められなかった (1人)
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北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q4 勤務先の福利厚生制度

勤務先で同性パートナーを配偶者同等に扱う制度があるとの回答は1割未満

9.1% 50.0% 29.5% 6.8%

制度あり 9.1% (4人) 制度検討中 4.5% (2人) 制度なし・検討なし 50.0% (22人)

分からない 29.5% (13人) 働いていない 6.8% (3人)

9.1%

制度あり

50.0%

制度なし・検討なし

29.5%

分からない

7



北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q4-3 勤務先に望む制度（複数回答）

休暇・手当など「配偶者と同等の福利厚生」へのニーズが大きい

配偶者と同等に扱う各種休暇制度 (34人)

配偶者と同等に扱う各種手当 (24人)

社内規定（SOGIハラスメント・差別禁止）の明文化 (17人)

性別に関係なく利用できるトイレ・更衣室 (8人)

相談窓口 (6人)

採用時の性別記入欄廃止 (5人)

職場内研修 (3人)
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北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q5･Q6 行政・民間サービスへの要望（自由記述）

行政・民間双方に「家族として扱われる環境」を求める声が多い
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◆
法律婚と同様の扱いを希望

税制上の控除、相続権、扶養など、法

律上の婚姻と同等の権利を認めてほし

い。

※最大の意見

◆
医療・福祉分野での対応拡大

病院での面会・手術同意、介護施設の

同室利用など、家族同等の対応を全国

・全施設に広げてほしい。

◆
手続きの簡素化

生命保険の受取人変更など、パートナ

ーシップ宣誓制度を活用する際、手続

きの負担を軽くしてほしい。

◆
制度の周知・広報強化

ＳＮＳ等での周知や職場研修を通じ、

制度自体の認知度と理解を高めてほし

い。

◆
性別欄など手続きの見直し

不要な性別記載の廃止や、公正証書等

がなくても家族同等の扱いを受けられ

る仕組みを作ってほしい。



北九州市｜パートナーシップ宣誓制度宣誓者アンケート

Q7 北九州市が取り組むべきこと（複数回答）

市に最も求められているのは「企業における理解促進」

企業における理解促進（福利厚生・社内規定等） (30人))

学校教育における理解促進 (21人)

市民全体への普及啓発活動 (17人)

「宣誓者の声」の情報発信 (13人)

相談体制の充実 (12人)

当事者同士の交流機会 (8人)

その他 (5人)
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